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宇城市住民異動届等記入受付支援システム導入業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要項 

 

１ 目的 

  住民が引越しや死亡に際して行う手続きは複雑多岐で、書類への記入負担の多さや手続

きの煩雑さ、待ち時間（在庁時間）が長くなるなどの課題を抱えている。また、窓口の縦

割り化による移動距離や移動回数も住民にとっては負担となっている。 

本業務は、住民基本台帳やマイナンバーカード等の情報を活用し、これらの課題解決の

一助となるシステムを導入することにより、住民による書類への記入を減らし、処理時間

や移動時間を減らすことで住民満足度を向上させ、住民が積極的に行政に関与できる環境

づくりに寄与することで、地域社会の発展につなげる。 

 

２ 概要 

（１）委託名  宇城市住民異動届等記入受付支援システム導入及び保守業務委託 

（２）委託内容 別紙「宇城市住民異動届等記入受付支援システム導入及び保守業務委託

仕様書」のとおり 

（３）委託期間 契約締結日の翌日から令和７年２月２８日まで 

        ※保守期間は令和７年３月１日から令和１１年３月３１日までを予定 

（４）契約方法 プロポーザルにより選定した事業者を相手方として、地方自治法施行令

第１６７条の２第１項第２号及び宇城市プロポーザル方式実施取扱要

綱第７条第２項の規定による随意契約とする。 

 

３ 見積限度額 

  ３４，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

ただし、契約時の予定価格を示すものではなく、事業の最大規模を示すためのものであ

ることに留意すること。 

令和７年１月稼働を予定しており、当該年度の利用料や保守費用も見積限度額に含む。 

  

４ 担当部課及び連絡先 

 （１）担当部署  宇城市市民部市民課市民係 

 （２）担当者   中山、橋口 

 （３）所在地   〒８６９－０５９２ 熊本県宇城市松橋町大野８５番地 

 （４）電話番号   ０９６４－３２－１１１１（内線１１３３） 

 （５）ファクシミリ ０９６４－３２－１１６１ 

 （６）メールアドレス shiminka@city.uki.lg.jp 
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５ 提案資格 

  本プロポーザル方式における参加者は、次に掲げる要件を全て満たす者でなければなら 

ない。 

 （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

（２）参加申出書提出時において本市の競争入札参加資格を有している者で、当該業務に

対応する情報処理業務及び情報システム全般の統計、開発、維持管理の品目等の登録

をしていること。 

 （３）プロポーザル参加申出書の提出期限から受託候補者の特定の日までにおいて、宇城

市工事等指名競争入札参加資格者指名停止処分要綱（平成１７年宇城市告示第２０号）

の規定による指名停止措置を受けていないこと。 

 （４）受託候補者決定の日前６か月以内に、手形又は小切手の不渡りがないこと及び手形

交換所による取引停止処分を受けた者にあっては、当該処分の日から２年を経過して

いること。 

 （５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開始

の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

 （６）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしている者で

ないこと。 

 （７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する、暴力団員やその構成員でないこと。また、役員等が暴力団員やそ

の構成員及びその統制の下にないこと。 

 （８）複数の法人による連合体又は単独法人、若しくは法人以外の団体であること。 

 （９）国税及び地方税に滞納がないこと。 

 （10）プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１認証を取得していること。 

 （11）本市の人口規模と同等若しくは同等以上（人口５万人以上）の自治体において、提

案予定のシステム又は同種システムの導入実績があること。 

 

６ プロポーザル参加申込み方法 

 （１）プロポーザル関係書類の交付期間、場所及び方法 

   ア 交付期間 令和６年４月１９日（金）～令和６年５月９日（木） 

   イ 交付場所 宇城市公式ホームページ 

   ウ 交付方法 電子データ 

 （２）参加申出書の提出期限、場所及び方法 

   ア 提出期限 令和６年５月９日（木）午後４時 

   イ 提出場所 〒８６９－０５９２ 熊本県宇城市松橋町大野８５番地  

宇城市市民部市民課市民係 

（持参の場合は、平日午前９時～午後４時） 
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ウ 提出方法 持参又は書留郵便 

エ 提出書類 次の（ア）～（オ）の順でＡ４サイズクリップ留めとする。 

   （ア） 様式第１号「公募型プロポーザル参加申出書」 

   （イ） 会社概要（参考様式１） 

   （ウ） プライバシーマーク付与又はＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１認証を取得している

ことを示す書類の写し（そのほかＩＳＯ／ＩＥＣ２７０１７等の認証を取得し

ている場合はそれらを示す書類の写し） 

   （エ） 業務実績書（参考様式２） 

   （オ） 対応可否を記述した機能要件一覧 

オ 提出部数 各１部 

          ※業務実績書（参考様式２）に添付する契約書の写しは、５提案資格

（11）に掲げる内容を満たし、当該事業の内容が容易に確認できる

箇所の写しを添付すること。 

   カ その他 資料作成及び提出に係る一切の費用は、申込者において負担すること。 

 

７ 質問および回答 

 （１）質問は、「質問書」（別紙２）により提出すること。 

   ア 提出期限 令和６年４月２６日（金）午後４時 

イ 提出方法 メール ※アドレスは４（６）参照 

   ウ その他  メールの表題には「プロポーザル質問書」と記載すること。 

 （２）質問に対する回答は、令和６年５月２日（木）（予定）までに、市ホームページに掲

載する。 

    なお、質問がない場合は、質問書の提出は必要ない。 

 

８ 提案書 

 （１）参加資格確認結果通知書を受領した者は、様式第４号「提案書」と提案書本体を期

限までに提出すること。 

   ア 提出期限 令和６年５月２３日（木）午後４時まで（必着） 

   イ 提出場所 ８６９－０５９２ 熊本県宇城市松橋町大野８５番地 

          宇城市市民部市民課市民係 

ウ 提出方法 （ア）様式第４号「提案書」（鑑文） 持参又は書留郵便 

             ※持参の場合は、平日午前９時～午後４時 

（イ） 提案書本体（ＰＤＦ版） メール 

 ※アドレスは４（６）参照 

      （ウ）見積書（構築費用） メール又は持参、書留郵便 

      （エ）見積書（保守費用） メール又は持参、書留郵便 

   エ 提出部数 様式第４号「提案書」 原本１部 

提案書本体、見積書（構築及び保守） 各１部 
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   オ その他  メールの表題には「提案書」と記載すること。 

 （２）提案書本体の書式 

   ア 日本工業規格Ａ４横書きとし、両面長編綴じとすること。 

   イ ページ番号を付番すること。 

   ウ 文字サイズは１１ポイント以上とすること。 

   エ カタログ及びパンフレット等の資料は別添にすること。 

   オ 会社名、製品名、ロゴマークなど事業者を特定できる情報は記載しないこと。 

 （３）提案書本体の構成 

提案書本体の構成は、以下に示す項目順に記述すること。また、表紙及び別に添付す

るカタログ、パンフレット等を除き、５０ページ以内の構成とすること。 

なお、見積書は、提案書と別葉で作成し、住所、商号又は名称、代表者氏名を記載の

上、代表者印を押印すること。 

提案項目 記載内容 

ア 業務実績  参考様式２「業務実績書」に準じて同種業務に関

する契約完了実績（令和３年４月１日～令和６年３

月３１日）を記載すること。 

イ 業務実施体制  業務実施のための組織体制と業務従事者の経験

（提案システムや住民記録システム等基幹系業務

システムの従事年数等）、システムの本稼働・本格運

用までのスケジュールを記述すること。 

ウ システム・機器に関する

機能 

 サービスの全体像、システムのコンセプト、シス

テムの特長・機能、システムの操作イメージ、シス

テムの構成、機器の仕様、特記事項を記述すること。 

エ 独自提案  上記項目以外に、住民サービスの向上及び職員の

業務効率化に資する提案、基幹系システムの標準化

を見据えた効率的な提案について記述すること。 

オ 運用保守・セキュリティ  保守の内容、責任分界点、トラブル発生時の対応

とその体制、セキュリティ対策、クラウドサービス

事業者について記述すること。 

カ 見積金額  見積金額は消費税込み（税抜表示も記載）で、そ

の明細が分かる内訳書を作成すること。なお、イニ

シャルコストとランニングコストは別葉で作成す

ること。（Ａ４版様式任意） 

 （４）提案書の制限 

   ア 提案書に盛り込む提案は、一案に限る。 

   イ 提案書の作成にあたり、第三者の著作権を侵害しないこと。 

 （５） その他 
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   ア 提案書提出に係る一切の費用は、提案者の負担とする。 

   イ 提出された提案書等は返還しない。 

   ウ 提出された提案書類の著作権は、それぞれの提案者に帰属するものとする。ただ

し、市が必要と認める場合には、無償で使用できるものとする。 

     また、提出書類について、市民等から開示請求があった場合は、宇城市情報公開

条例（平成１７年１月１５日条例第１０号）に基づき開示等を行う。 

 

９ 提案資格の喪失 

  次のいずれかに該当する場合は提案資格を取り消すものとする。 

 （１）提案書の作成にあたり、第三者の著作権を侵害する提案をしたとき。 

 （２）５に定める提案資格を満たさなくなったとき。 

 （３）参加申出書、提案書等、提出した書類に虚偽の記載があるとき。 

 （４）提案書の提出期限に遅れたとき、又は提案書の構成に必要な記述がないとき。 

 （５）提案書の見積金額が見積上限額を超えるとき。 

 （６）他の提案者と提案の内容、又はその意志について相談を行ったとき。 

 （７）評価の公正性に影響を与える行為があったとき。 

 （８）その他、評価委員会が不適格と認めたとき。 

 

１０ 審査方法 

 （１）本市が設置する評価委員会の評価委員が、評価基準により提案者を評価し、受託候

補者を特定する。 

 （２）評価委員会において、提案書に基づくプレゼンテーション及びデモンストレーショ

ン（実機又はオンライン等による説明）、ヒアリング（質疑応答）を実施する。 

（３）提案者が５者以上のときは、事前に書類選考を行い、上位４者を選定する。ただし、

提案者が４者以下のときは、この限りではない。 

（４）プレゼンテーションの概要は次のとおりとする。 

  ア 日 時 令和６年５月２８日（火）（予定） 

  イ 場 所 宇城市役所 会議室 

  ※日時等の詳細は、後日参加申出者に通知する。 

 （５）提案者の提案内容により、評価基準に基づき独立して提案者の提案の優劣を判定し、

評価委員会において、委員の判定に基づく採点の合計点により提案者の中から一位の

ものを決定するものとする。 

 

１１ 審査結果 

（１）審査結果の通知 

         審査結果については、評価員会終了後、提案者すべてに対して次のとおり通知する。 

なお、ホームページ等でも公表する。 

  ア 受託候補者として特定した者に対しては、その旨を当該提案者の代表者あてに通知
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する。 

  イ 受託候補者として特定しなかった者に対しては、その旨を当該提案者の代表者あて 

に通知する。 

  ウ 上記イの通知を受けた者は、その通知をした日の翌日から起算して５日以内（土日 

祝日を除く）に、書面（Ａ４版様式任意）により、本市に対して、その理由につい 

て説明を求めることができる。 

  エ 上記ウの受付場所は、宇城市市民部市民課市民係とし、受付時間は午前９時から午

後４時まで（土日祝日を除く）とする。 

  オ 上記ウに対する回答は、説明を求めることができる期間の最終日の翌日から起算し

て７日以内（土日祝日を除く）に行うものとする。 

  カ 受託候補者が契約の締結までに提案資格を満たさなくなった場合、９の各号に定め 

る失格事項に該当することが判明した場合、又はその他の理由において契約ができな 

い場合は、当該審査結果を取り消すこととする。 

また、受託候補者は、契約が締結できないことが明らかになった時点で、速やかに 

その旨と理由を記載した書面（Ａ４版様式任意）を提出すること。 

 

１２ 契約手続 

（１）受託候補者に選定された者と本市との間で、委託内容、経費等について再度調整を

行った上で協議が調った場合、委託契約を締結する。 

 （２）受託者は契約金額の１００分の１０以上の額の契約保証金を契約締結の時までに納

付しなければならない。ただし、宇城市契約事務取扱規則第２２条各号のいずれかに

該当する場合は、契約保証金を免除する。 

 （３）受託候補者に選定された者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その

理由を記載した辞退届（様式任意）を提出すること。なお、この場合、次順位者を受

託候補者とする。 

 

１３ 実施スケジュール（予定） 

項目 期日 資料 

（１）プロポーザル参加者の公

募及び参加申込受付並びに

関係書類の交付 

令和６年４月１９日（金） 

～令和６年５月９日（木） 

 

（２）質問書提出 令和６年４月２６日（金） 

午後４時まで 

別紙１ 

（３）参加申出書提出 令和６年５月９日（木） 

午後４時まで 

様式第１号 

（４）参加資格確認結果通知及

び参加要請 

令和６年５月１０日（金）予定 様式第２号、 

様式第３号 
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（５）提案書提出 令和６年５月２３日（木） 

午後４時まで 

様式第４号 

（６）プレゼンテーション 令和６年５月２８日（火）予定  

（７）評価委員会による審査 令和６年５月２８日（火）予定  

（８）受託候補者の決定 令和６年６月７日（金）予定  

（９）結果通知書送付 令和６年６月７日（金）以降 様式第６号、 

様式第７号 

（１０）契約に関する協議 令和６年６月中旬  

（１１）業務委託契約の締結 令和６年６月中旬  

※上記日程は、都合により変更する場合がある。 

 

１４ 業務等の変更及び中止について 

（１）本市の財政事情の変化や、今後の社会情勢、その他不可抗力により、本市は業務及

びスケジュールを変更又は中止する場合がある。 

（２）本契約締結までに前項の事態に至った場合、市は、参加者に対して一切の責任を負

わないものとする。 

 

１５ その他 

 （１）関係法令の遵守 

   受託者は、関係法令を遵守すること。 

（２）業務の一括再委託の禁止 

   受託者は、受託候補者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とはできないこととする。ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務につ

いては、本市と協議の上、業務の一部を委託することができる。 

 （３）個人情報保護 

   受託者が業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、その取扱いに十分留

意し漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めること。 

（４）守秘義務 

   受託者は、受託業務を行うにあたり、業務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために利用できないこととする。また、業務委託終了後も同様とする。 
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（参考様式１） 

会社概要 

会社等名称  

代表者名  

本社所在地  

設立年月日  

従業員数  

資本金  

売上高（直近決算額）  

事業所（拠点）  

事業概要  

認可・認証  

※上記のみでは不足する場合は、別途パンフレット等を添付すること。 
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（参考様式２） 

業務実績書 

番号 

自治体（団体） 

名称 

例：●●県●●市 

契約期間 

自～至 
契約名 

基幹系システムと

の連携方法 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 基幹系から 

基幹系へ 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

  
年 月 日 

～年 月 日 

 
 

※令和３年４月１日～令和６年３月３１日における同種システムの導入実績について、事

業が完了したものを記載すること。（人口５万人以上） 

※１契約１行に記載すること。 

※基幹系システムとの連携方法は、基幹系システム前後の連携方法を記載すること。 

※実績（業務内容及び連携方法）が確認できる契約書の写し等を必ず添付すること。 

※本市の契約相手となる会社の実績のみ記載すること（グループ会社の実績は含まない。）。 
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別紙１ 

   年  月  日 

宇 城 市 長    様 

 

提案者 

                   商号又は名称 

                   担当者氏名 

メールアドレス 

電話番号 

 

質  問  書 

 

本提案について、次のとおり質問します。 

件名  

 

質問

番号 
資料名 質問内容 

   

   

   

   

   

   

１ 件名は、本提案において記載されている名称を記入してください（委託の名称）。 

２ 質問事項ごとに番号を付けてください。 

  なお、１枚で収まらない場合は、本様式を複写して質問番号を連番で作成してくださ

い。 

３ 質問する内容が記載されている書類等のページ番号、条項番号等を記載してくださ

い。（例：「仕様書Ｐ.１ ４－（３）」 等） 

４ 質問が無い場合は、質問書を送付する必要はありません。 
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様式第１号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

宇 城 市 長    様 

 

 

                            住所 

                            商号又は名称                  印 

                            代表者名 

 

 

公募型プロポーザル参加申出書 

 

  下記の業務に係る提案資格について確認されたく、所定の書類を添えて参加を申し出ます。 

  なお、参加資格要件を満たしていること並びにこの申出書及び添付書類の内容については、事

実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

  業務名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 

様式第２号（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

 商号又は名称                  印 

 代表者名 

 

宇 城 市 長          印 

 

 

公募型プロポーザル参加資格確認結果通知書 

 

年  月  日付け公募型プロポーザル参加申出書により申請がありました提

案資格について、下記のとおり確認しましたので通知します。 

記 

業務名 

 

 

結果：提案資格を認めます。 

 

結果：提案資格を認めません。 

理由： 

 

 

  



13 

 

様式第３号（第１３条関係） 

  年  月  日 

商号又は名称 

代表者名          様 

 

                   宇城市長          印 

 

プロポーザル参加要請書 

下記の業務について、提案書等を提出して下さい。 

記 

業務名 

 

 

提出書類 

１ 提案書（提出期限：    年  月  日） 
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様式第４号（第１３条関係） 

  年  月  日 

 

宇城市長       様 

 

 

住所 

商号又は名称 

代表者名             印 

 

提案書 

下記の業務について、別添のとおり提案書を提出します。 

記 

業務名 
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様式第６号（第１５条関係） 

  年  月  日 

商号又は名称 

代表者名          様 

 

宇城市長         印 

 

結果通知書 

下記の業務について、受託者として特定されましたので、通知します。 

記 

業務名 
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様式第７号（第１５条関係） 

  年  月  日 

商号又は名称 

代表者名          様 

 

宇城市長           印 

 

結果通知書 

下記の業務について、受託者として特定されませんでしたので、通知します。 

記 

業務名 

 

  理由 

 

 

 

 

 

 


